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研究成果の概要（和文）：本研究では、明治期～1990年代における家族変動と社会政策との相互関係を考察した。得ら
れた主な知見は、以下の通りである。（１）1920年代の、産業化・都市化、平準化、少子化の進行を背景に、家族の親
密性の重視、婚姻の自由化、家族員間の公平性の保障といった、革新的な家族制度改革が企図され、戦後の民法改正に
引き継がれた。（２）戦前には対立していた産児制限運動と優生運動が、1950年代～60年代には人口資質の向上を目的
に結びつきを深め、優生政策と家族計画運動を推進した。

研究成果の概要（英文）：I have discussed the correlation between social policies and family changes from  
the Meiji period through the 1990s. (1) Against the backdrop of industrialization, urbanization,          
equalizations, and declining birth rate of the 1920s, reforms to the family system were contemplated;     
these reforms emphasized familial intimacy, liberalization of marriage, and the assurance of intra-       
familial fairness and were later carried over into the post-war amendments to the Civil Code. (2) The     
mutual opposition between the eugenics movement and the birth control movement that had existed before the
 war gave way to deepening ties between the two amidst efforts in the 1950s and 1960s to improve the      
quality of population, and the promotion of the family planning movement and eugenics policies.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 家族社会学においては、長らく、研究の重
点が家族の内部構造（役割分担、勢力関係な
ど）の実証研究に置かれてきたため、家族政
策に関する研究が本格化したのは 1980 年代
後半以降と遅かった。そのため、家族変動と
社会政策との関係についての研究蓄積は乏
しかった。また、明治期から 1990 年代まで
の長期的視野に立つ研究の蓄積が不可欠で
あった。 
 
２．研究の目的 
 明治期から 1990 年代までの日本を対象と
し、家族変動と社会政策がどのように相互に
影響を及ぼしあったのかを明らかにした。対
象とした社会政策は、以下の通りである。 
（１）家族関係を承認し規制する機能をもつ
家族関係法規（民法、刑法の尊属殺人規定）。
（２）家族を政策拠点として整備する機能を
もつ身体・人口管理政策（医療・衛生政策、
優生政策、母性保護政策）。 
 
３．研究の方法 
 家族関係法規の制定・改正の審議過程、身
体・人口管理政策（医療・衛生政策、優生政
策、母性保護政策）の決定過程、家族生活お
よび家族意識の変容については、図書、新
聞・雑誌記事、研究報告書、諸統計などの閲
覧・収集を、研究機関、大阪府立中央図書館、
国立国会図書館東京本館などで行い、入手可
能なものについては購入した。 
 
４．研究成果 
（1） 「家族関係を承認し規制する機能をも
つ家族関係法規」としての民法を対象とし、
1920 年代から 40 年代の日本における家族制
度の変化と社会変動との関係を明らかにし
た。1920 年代の臨時法制審議会による民法
親族編相続編の改正構想と、終戦直後に臨時
法制調査会によって行われた民法改正をめ
ぐる議論を考察した。得られた知見は以下の
通りである。 
① 1920 年代の臨時法制審議会による民法

改正構想は、父系血統の継承を重視する
よりも、（ⅰ）一家の平和や家族の親密性
の尊重、（ⅱ）婚姻関係の重視、（ⅲ）婚
姻の自由化、（ⅳ）家族員間の公平性の保
障といった、革新的な家族制度改革の方
向性をもっていた。この構想のほとんど
は終戦後まで実現しなかったが、戦後の
民法改正の基盤となった点に重要性があ
る。 

② 1920 年代の民法改正構想は、産業化・都
市化とともに進行した平準化（初職に就
く機会、高等教育を受ける機会における
階層間格差の縮小）の進行の下で、企図
された。平準化は総力戦体制において促
進される。戦争空間が拡大する総力戦の
時代には、すべての国民が戦争に巻き込
まれる可能性が高まるため、「人的資源」

の動員が不可欠である。しかも、大規模
動員を行うためには、強制ではなく、国
民が自発的に動員に応じるようにする必
要があったためである。1927 年には資源
局が設置され、人的資源動員政策が開始
された。他方、政党や労働組合が結成さ
れ、1918 年には原敬による政党内閣、
1925 年には普通選挙法が誕生し、国民動
員の基盤が形成された。 

③ 1920 年代にはすでに、出生率の低下とい
う人口学的変化が生じていた。これは、
都市化の進行と都市における出生力低下
が原因である。1920 年代～30 年代前半
には産児制限運動が隆盛期を迎えており、
都市において少産を願う意識が形成され、
出生率低下が促されたと考えられる。 

④ 1920 年代の民法改正構想は、戦時下にと
くに緊要と判断された２項目、すなわち、
戸主の居所指定権と離籍権の制限（裁判
所の許可が必要）、「私生子」という名称
の廃止において、内容に変更はあったも
のの、実現した。 

⑤ 戦後の民法改正過程では、永続性や「孝」
規範を重視した「家」を否定し、夫婦中
心の家族を形成しようとする勢力と、戸
主権等「封建的な」要素を排除しつつも、
永続性や「孝」規範を重視した家族を維
持しようとする勢力との間で、激しい論
争があった。改正を主導した前者の勢力
は、「家」に関する規定をすべて削除し、
新たな家族制度とは何かを明示しないこ
とによって、論争を収拾し、改正を遂行
した。 

⑥ 戦後の民法改正の審議における最も重要
な論点は、親子関係、とくに親と成熟し
た子との関係であった。「家」廃止論者に
とって、「孝」は、「家」の中核的規範で
あり、生涯にわたって親子を支配服従関
係におくものであった。したがって、親
の支配から子を解放するため、子が成年
に達すると「親子という家族的身分は消
滅する」ことが強調された。 

⑦ 戦後、高齢者のいる世帯では、三世代世
帯の割合が低下、単独世帯および夫婦の
みの世帯の割合が上昇している。1990 年
代には、依然として、子が老親と同居す
る場合には、長男が多いことを示す調査
があり、長男が親の面倒を見るべきとす
る規範が強いといえる。しかし、結婚と
同時に親と同居する習慣は薄れ、結婚後、
途中からの同居が増加している。 

 
（2）「家族関係を承認し規制する機能をもつ
家族関係法規」として、刑法における尊属殺
等重罰規定（尊属殺人罪、尊属傷害致死罪）
をめぐる議論を考察することによって、親子
間の規範（親子規範）の変容を明らかにした。
この規定は、1880 年公布の旧刑法で登場、
1907 年の刑法改正を経て終戦後も存続し、
1995 年の刑法の一部改正時に削除された。



その間、戦後においては 50 年近くにわたり、
「孝」を中核とした親子規範のあり方を法律
で規定すべきか否かについて論争があった。
得られた知見は、以下の通りである。 
① 1880 年公布の旧民法において、自己の直

系尊属に対する殺人の量刑は死刑のみで、
しかも情状酌量による刑の軽減を禁じる
という、厳しいものであった。当時、文
明開化の影響で道徳が軽視されていると
いう、明治天皇と宮中派が抱いていた危
機感から、「孝行」が「忠節」とともに道
徳の最上位に置かれたためである。 

② 1907 年公布の改正刑法において、尊属殺
の量刑に「無期懲役」が加えられ、尊属
殺の対象に「配偶者の直系尊属」が加え
られた。改正刑法においても、日本の家
族制度および国体を維持するため、直系
尊属の尊重を刑罰に反映させることが必
要とされたが、配偶者の直系尊属を互い
に尊重するという、夫婦対等の近代的規
範が新たに盛り込まれた。 

③ 終戦後、1947 年の第 1 回国会において、
新憲法制定に伴う刑法の一部改正の審議
が行われたが、尊属殺規定に対し批判を
したのは一人の議員のみで、この規定は
そのまま残された。その一方、皇室に対
する罪が、憲法第 14 条の、法の下におけ
る国民平等の原則に抵触するという理由
で削除されることに対し、議員の間から
強い反対論が上がった。 

④ 戦後において、尊属殺等重罰規定につい
て大論争を惹き起したのは、尊属傷害致
死事件に対する1950年の最高裁判決であ
り、次の 4 点が争われた。 

 争点 1：親子間の道徳を法律で規定すべき
か。 

 争点 2：親子間の道徳は普遍的か。 
 争点 3：重罰規定は憲法第 14 条で禁じてい

る「社会的身分」による差別にあたるか。 
 争点４：重罰規定の法定刑は重すぎるか。 
 最高裁は、重罰規定を適用しなかった第 1
審判決を破棄し、差し戻した。この判決は、
法学者などの間で論争を惹き起した。これ
らの議論から、当時の日本において、「孝」
規範は、「封建的」で民主主義の妨げにな
るという考え方と、将来も保持すべき重要
な規範とする考え方が、激しく対立してい
たことが窺える。 

⑤ 重罰規定に関する論争に触発され、1950
年代には、親孝行に対する議論も高まっ
た。それらの言説に共通するのは、親か
ら受けた「恩」によって根拠づけられる
「孝」を、子の親への服従を強いるもの、
貧困に対する社会保障制度の不備を補う
ものと捉え、「孝」を拒絶していることで
ある。 

⑥1973 年には、重罰規定の適用を停止する
契機となった、尊属殺人事件に対する最高
裁判決が現れた。判決は、重罰規定を設け
ること自体は違憲ではないが、刑の加重の

程度が重すぎることが憲法に違反すると
した。15 名の裁判官中、8 名がこの判決
を支持し、6 名が重罰規定の設置自体を違
憲とし、1 名が規定を合憲とするなど、意
見が分かれた。父親から 15 年間にわたっ
て性的虐待を受け続け、5 人の子を出産し
た女性が父親を殺害したという事件の特
異性も、社会的関心を高めた。 

⑦重罰規定を批判する人々の多くがその根
拠として強調したのが、被害者（親）の素
行の悪さであった。しかし、明治期から戦
後にかけての長期的な尊属殺事件の量刑
調査によると（植松正）、戦前から終戦ま
での事件では、酒乱や暴力等被害者の悪質
さが目立っていたが、違憲判決後の 1973
～82 年における 172 事例では、犯行の動
機において犯人側（子）に非の目立つもの
が比較的多かった。したがって、実態と言
説との間には乖離がある。 

⑧ 1989 年に政府が行った世論調査による
と、尊属殺に重い刑を科すことを肯定する
意見が多かったものの、重罰規定の存在を
知らない者が 4 割に上り、国民の関心の
低さが窺える。 

⑨ 長年の懸案事項であった尊属殺等重罰規
定は、1995 年の刑法の一部改正において、
全面的に削除された。削除の主たる理由
は、最高裁での違憲判決以降、22 年間に
わたり、尊属殺に対して通常の殺人罪が
適用されてきたことである。国会では、
1950 年代～70 年代における論争の争点
であった、親子間の道徳を法律で規制す
べきか否かという点については議論され
なかった。当時の法務大臣は、「家」意識
が薄れる中で、重罰規定の存在は適正で
はないと答弁した。また、法務省官僚は、
被害者（親）の素行が悪い事件が多いこ
とを強調した。 

⑩ 1970 年代以降の、尊属殺等重罰規定への
批判の高まりは、この時期の親役割に関
する規範の変化と関わっていると考えら
れる。1950 年代～60 年代における人工
妊娠中絶の激増に対応して取り組まれた
家族計画運動においては、子を養育する
親の責任が強化されると同時に、親が老
後の生活を子に依存する意識をもつこと
を非難した。つまり、「報恩」を子に求め
る「孝」規範は、「封建的」なものとして
批判され、親の子に対する責任のみが強
調されていったのである。しかし、近年、
老後の支えとしての子どもの価値が、若
年層で高まっていることを窺わせる調査
もある。不安定な経済状況および介護保
険・年金制度の影響を強く受ける世代が
高齢者になる時代には、子から親への扶
助を強化せざるを得ないだろう。長期に
わたる親の老後を支えるためには、愛情
のみでは不十分であり、子の親に対する
扶助に関する規範の確立が必要とされる
のではないだろうか。 



（3）1920 年代以降の日本における生殖に関
する主要な３つの運動―産児制限運動、優生
運動、家族計画運動―が、日本の社会政策（人
口政策、優生政策）および家族変動にどのよ
うな影響を与えたのかを分析した。得られた
知見は、以下の通りである。 
①産児制限運動の目的は、(ⅰ)貧困からの救

済、(ⅱ)人口過剰問題の解決、(ⅲ)多産か
らの解放、(ⅳ)人間の質の向上であり、戦
前と戦後の運動において連続性が認められ
る。この運動は、都市で広がりつつあった
少産を願う人々の意識によって支持され、
1920年頃から始まった出生率低下に影響を
与え、さらに戦後の「優生保護法」成立を
推進した。 

②戦前の優生政策の推進に影響を及ぼした優
生運動は、人口減少を招くという理由で産
児制限を批判したが、産児制限運動は優生
思想を取り入れることにより、運動の社会
的受容を図った。 

③戦後、人口過剰問題と逆淘汰現象を同時に
解決するため、産児制限運動と優生政策が
推進された。この運動・政策を牽引したの
は、戦前から活動していた産児制限運動家
と、逆淘汰現象を危険視する優生政策推進
派であった。 

④GHQ は、公式には日本の人口問題に不干渉
の立場をとったが、産児制限運動家の加藤
ジヅエをGHQ婦人問題非公式顧問に任命し、
国会議員選挙立候補を勧めるなど、間接的
に産児制限政策・優生政策に関与した。 

⑤産児制限運動と優生運動は、1950 年代に家
族計画運動に合流した。家族計画運動では、
人工妊娠中絶の激増や逆淘汰現象への危
機感から、人口資質の向上と子どもの幸福
を目的として、望まれた子のみを計画的に
産み、より良い環境で育てることが奨励さ
れた。親子関係については、老親の子ども
に対する依存を利己主義として否定し、子
に対する親の養育責任を強化することが
目指された。したがって、この運動は「家
族意識の変革」を促進したといえる。  

⑥家族計画運動は、優生運動との結びつきを
深めていった。戦前に民族衛生学の普及を
目指していた古屋芳雄は、戦後、家族計画
運動に参加し、日本家族計画連盟会長を務
めた。古屋は 1952 年に、悪質遺伝をもつ
者はそのことを隠そうとするので、優生手
術（不妊手術）には限界があるため、貧困
層に産児制限を普及すべきだと訴えた。連
盟は 1967 年に人間の資質を向上させるた
め、「優生委員会」を設置した。 

⑦1970 年代以降の優生思想に対する批判の
高まりによって、優生保護法は、1996 年に
優生に係わる条項が削除され、母体保護法
に改正された。このように、近年では、国
家など権力をもつ第三者が生殖に介入す
るタイプの優生学は、悪として批判の対象
となることが多い。しかし、個人の自発的

な選択を伴う優生学―たとえば、自発的な
出生前検査と選択的中絶―については、賛
否両論がある。「自発的な優生学」に対し
ては、何らかの強制や誘導が全くない「個
人の自由な選択」がありうるのかという批
判、生命の選別が障害者の存在の否定につ
ながるという批判がある。 

⑧戦前・戦後における断種や中絶による産児
制限が、身体状態や経済の違いによる国家
的選別や血統の連続意識に結びついてい
たように、自由意志を尊重する出生前診断
と「生み分け」も、障害・性別や家族の経
済状態などによって胎児を差異化し、選
別・排除する手段になりうる。このように、
現在もなお、優生学をめぐる問題は決着し
ておらず、我々がつねに向き合い続けなけ
ればならない課題といえる。私たちの社会
がどの程度、優生学的な選択を許容するか
という問題は、生殖および家族・親族関係
のあり方に大きな影響を及ぼすだろう。 
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